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2017年２月24日 

各  位 

会 社 名  株式会社 東芝 

 東京都港区芝浦１－１－１ 

代表者名   代表執行役社長 綱川 智 

       (コード番号：6502 東、名) 

問合せ先   執行役常務 広報・ＩＲ部長 

           長谷川 直人 

 Tel03-3457-2100 

 

連結子会社における会社分割及び新設会社の株式譲渡に関するお知らせ 

 

当社はこの度、当社100%連結子会社のシグマパワーホールディングス合同会社の子会社である株式会

社シグマパワー有明（以下、「ＳＰＡＣ」）が、同社が運営する三池発電所における石炭火力発電事業（以

下、「本事業」）を、電力エネルギー・インフラ向け投資ファンド運営会社の株式会社IDIインフラスト

ラクチャーズ（以下、「IDI」）が運用するIDIインフラストラクチャーズ3号投資事業有限責任組合（以

下、「IDI 3号ファンド」）に譲渡することを決定しましたことをお知らせします。 

当該譲渡にあたっては、ＳＰＡＣが新設分割（以下、「本新設分割」）により設立する新会社（以下、

「新設会社」）に本事業を承継させ、新設会社のすべての株式をIDI 3号ファンド傘下の特別目的会社（以

下、「本買主」）に譲渡（以下、「本株式譲渡」）する方法で行います。本新設分割及び本株式譲渡の概要

は以下のとおりです。 

 

 

記 

 

Ⅰ．本新設分割及び本株式譲渡の目的 

当社は、収益力及び財務基盤の強化を進める観点から、保有資産について、その保有意義を見直し

たうえでの、売却を進めております。その一環として、今般、本事業を売却することといたしました。 

本事業は、九州の重要なベース電源の一つとして高い収益性を維持しておりますが、今後の電力市

場の環境変化等に合わせ、適切な設備投資や事業体制の拡充が継続的に必要となります。このことも

踏まえ、当社の財務体質強化の観点のみならず、本事業のポテンシャルを最大限発揮させ、事業価値

の最大化を図るためにも、本事業を発電事業に注力する第三者に譲渡することが適当であると判断い

たしました。 

なお、ＳＰＡＣは、三池発電所と三川発電所の二つの発電所を運営しておりますが、三川発電所に

ついては、二酸化炭素を分離回収するＣＣＳ技術や発電機器の実証実験等を行う開発拠点としての機

能も担っていることから、引き続き当社グループで活用いたします。 

 

Ⅱ．本新設分割及び本株式譲渡の日程 

本新設分割計画及び本株式譲渡承認のＳＰＡＣ取締役

会決議 

2017年２月24日 

本株式譲渡契約の締結 

本新設分割計画承認の株主総会（ＳＰＡＣ） 2017年３月23日（予定） 

本新設分割の効力発生日 2017年３月31日（予定） 

本株式譲渡の実行日 2017年３月31日（予定） 
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Ⅲ．本新設分割の概要 

１．本新設分割の要旨 

（１）本新設分割の方式 

ＳＰＡＣを分割会社とし、新設会社を新設分割設立会社とする新設分割方式です。 

 

（２）本新設分割に係る割当ての内容 

本新設分割に際して、新設会社は普通株式10,000株を発行し、ＳＰＡＣに対し、当該株式の全部

を割当交付いたします。なお、ＳＰＡＣは、上記Ⅱ．記載の本株式譲渡の実行日に当該株式の全部を

本買主に譲渡いたします。 

 

（３）本新設分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

分割会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

（４）本新設分割により増減する資本金 

本新設分割によるＳＰＡＣの資本金の増減はありません。 

 

（５）新設会社が承継する権利義務 

新設会社は、本新設分割の効力発生日における本事業に属する資産、負債、契約上の地位等を承

継します。なお、債務の承継は、免責的債務引受の方法により行います。 

 

（６）債務履行の見込みに関する事項 

ＳＰＡＣ及び新設会社が負担すべき債務について、履行の確実性に特段の問題はないと判断して

おります。 

 

２．本新設分割の当事会社の概要 

 分割会社（ＳＰＡＣ） 

（2017年２月24日現在） 

新設会社 

（2017年３月31日時点の予定） 

(1)名称 株式会社シグマパワー有明 株式会社三池火力発電所 

(2)所在地 東京都港区芝浦一丁目１番１号 東京都港区芝浦一丁目１番１号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 藤本 茂樹 代表取締役 井上 博文 

(4)事業内容 電力供給業 電力供給業 

(5)資本金 425百万円 100百万円 

(6)設立年月日 2005年４月１日 2017年３月31日（予定） 

(7)発行済株式数 17,000株 10,000株 

(8)決算期 ３月31日 ９月30日 

(9)従業員数 86名 43名（予定） 

(10)大株主及び持株比率 シグマパワーホールディングス合同

会社（81.3%） 

株式会社東芝（11.8％） 

日本コークス工業株式会社（5.9％） 

新日鉄住金エンジニアリング株式会

社（1.0％） 

株式会社シグマパワー有明 

（ＳＰＡＣ）（100%） 

(11)当事会社の関係  

 資本関係 新設分割効力発生日に、ＳＰＡＣが新設会社の株式を 100％所有しま

すが、本株式譲渡の実行日付で、当該株式のすべてを本買主に譲渡い

たします。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
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(12)最近３年間の分割会社の業績（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

決算期 株式会社シグマパワー有明（ＳＰＡＣ）（分割会社） 

2014年３月期 2015年３月期 2016年３月期 

純資産 4,630 8,483 11,419 

総資産 9,612 16,788 15,767 

１株当たり純資産（円） 272,346 499,021 671,699 

売上高 16,372 18,815 16,204 

営業利益 5,452 5,948 4,779 

経常利益 5,502 6,001 4,688 

当期純利益 3,547 3,966 3,446 

１株当たり当期純利益（円） 208,700 233,275 202,679 

１株当たり配当金（円） 6,600 30,000 26,000 

 

３．分割する事業部門の概要 

（１）分割する事業（本事業）の内容 

ＳＰＡＣが運営する三池発電所における石炭火力発電事業 

 

（２）分割する事業の経営成績（百万円） 

 2016年３月期 

売上高 12,959 

売上総利益 4,468 

営業利益 4,430 

経常利益 4,468 

 

（３）分割する資産、負債項目及び帳簿価格（百万円） 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

流動資産 2,274 流動負債 2,295 

固定資産 2,919 固定負債 81 

合計 5,193 合計 2,376 

（注）上記に記載されている資産及び負債の金額は 2017年１月 31日現在の貸借対照表を基に作成し

ております。実際に分割する資産及び負債の金額は、上記金額に本新設分割の効力発生日までの増減

を調整したうえで確定いたします。 

 

なお、分割後も、分割会社の名称、所在地、代表者の氏名、事業内容、資本金、決算期に変更はあり

ません。 

 

Ⅳ．本株式譲渡の概要 

１．異動する子会社の概要 

上記「Ⅲ．２．本新設分割の当事会社の概要」の新設会社の欄に記載の通りです。 

 

２．株式譲渡先の概要（2017年２月24日現在） 

（１）株式会社三池発電所の概要（本買主） 

以下記載内容は、譲渡手続きの途中段階での情報に基づいていますが、株式会社三池発電所（本

買主）は、本株式譲渡の実行日までにIDIが運用するIDI3号ファンドの子会社となる予定です。 

(1)名称 株式会社三池発電所 

(2)所在地 東京都港区南青山二丁目26番１号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 井上博文 
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(4)事業内容 電力供給業 

(5)資本金 2.5万円 

(6)設立年月日 2017年２月８日 

(7)発行済株式数 １株 

(8)決算期 12月31日 

(9)純資産 ５万円 

(10)総資産 ５万円 

(11)大株主及び持株比率 個人（100%） 

(12)当事会社との関係  

 資本関係 当社との間に特段該当事項はありません。 

 人的関係 当社との間に特段該当事項はありません。 

 取引関係 当社との間に特段該当事項はありません。 

 関連当事者への

該当状況 

当社との間に特段該当事項はありません。 

 

（２）IDIの概要 

商号 株式会社IDIインフラストラクチャーズ 

所在地 東京都港区南青山二丁目26番１号 

設立 2007年10月15日 

主な役員 代表取締役社長 埼玉 浩史 

主な株主 株式会社大和証券グループ本社（議決権保有割合：50.01%） 

事業内容 電力エネルギー・インフラ向け投資ファンドの運営 

 

３．譲渡株式数、譲渡価格及び譲渡前後の所有株式等の状況 

(1)異動前の所有株式数 10,000株（議決権の数：10,000個、議決権所有割合：100%） 

(2)譲渡株式数 10,000株（議決権の数：10,000個、議決権所有割合：100%） 

(3)譲渡価格 220億円 

(4)異動後の所有株式数 ０株（議決権の数：0個、議決権所有割合：0%） 

 

Ⅴ．今後の見通し 

本件による当社連結純利益への改善影響は約100億円相当と見込んでおり、当社が2017年２月14

日に公表した2016年度３月期通期連結業績見通しにその全額を織り込んでおります。 

 

 

以 上 

 


